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1．新コロナ禍対応の先進性の意味
本誌前号 465 号で谷口博昭さんは、「過度な

東京一極集中を解消し “ 国土の均衡ある発展 ”
を図るため、『国土強靭化』と理念を共有する

『地方創生』の推進が求められるが、今一迫力
に欠ける」とし、和歌山への期待として「雇用
と定住を勘案し、IT（情報技術）の活用に凭れ
過ぎずに『地産地消』の理念の下、地域に根差
したサービス産業や農林水産業とともに地域の
安全・安心と雇用・経済を支える地場産業や社
会福祉事業を然るべき評価し活用することを望
みたい」と論じられた。

新コロナ禍対応において、和歌山県のすぐれ
た対応を評価する片山善博氏が、「知事は、こ
の度の感染症が流行する前から保健予防行政に
は強い関心を持たれて」おり、「そういう知事
だったので、保健所などの組織と人を掌握して
いた」（自治体問題研究所『住民と自治』2021
年 2 月号）というのは、谷口氏がいう「地域
に根差した」諸事業を和歌山県（知事）が、「評
価し活用」してきたことを示すものであり、新
コロナ禍対応の最前線にたって活躍している保
健師養成に和歌山大学在職中、関わってきたも

のとしてうれしく思う。　
　

2．なぜ地方創生策が「迫力に欠ける」のか
「地方創生」の議論や政策においては、「地

域に根差した」諸事業の成果を踏まえつつ、
2050 年、2100 年のリアルな日本社会をイメー
ジすることが、「迫力」を持った方途を生み出
すことになるのではないか。　　

私は、団塊の世代で、人口 8000 万から 1
億 2000 万に至る 70 余年を生きてきたのであ
るが、いまから 2100 年にむけて生きる子ども
は、どのような日本社会を見ていくのか。

国土交通省が 2014 年に発表した『国土のグ
ランドデザイン 2050』を見る。本レポート解
説書の冒頭には、「我が国の将来人口の推移と
して「〇国立社会保障・人口問題研究所の中位
推計（出生率 1.35 程度で推移）では総人口は、
2050 年では 1 億人、2100 年には 5 千万人を
割り込むまで減少〇今後 20 年程度で人口置換
水準（2.07）まで出生率が回復した場合には、
人口減少のペースは緩やかになり、総人口は
2100 年頃から 9 千 5 百万程度で安定的に推
移」と示しているが、｢ジェンダーギャップ指
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数 2021」にみられるように女性の人生を世界
の人権水準で考えない日本においては、フラン
ス並みの人口増は見込めず、後者の道は望めな
い。とすれば人口 5 千万社会へと変貌してい
く過程を、今の子どもたちは青年となり老いて
いくことになる。

3．地域を鳥獣に占有させないために
私は、2015 年 2 月「持続的な成長への挑戦 

〜一極集中の是正と関西が持つ強みの発揮」を
テーマにした関西財界セミナー（主催・関西経
済同友会、関西経済連合会）に参加し、全国
知事会会長でもあった山田啓二京都府知事（当
時）の基調講演を聞いたが、山田氏は、「消滅
可能性自治体」で話題になった日本創成会議

『増田レポート』に言及し、政令指定都市や中
核市を想定した「地域拠点都市」への選択と集
中を、「京都の日本海側、北部は、放棄するのか、
シカやイノシシにゆだねるのか」と手厳しく批
判された。

いま福島原発事故のあと「被曝の森」といわ
れる地域で水田や畑が草原や林となり、イノシ
シやアライグマ、キツネなどの野生動物が闊
歩（かっぽ）する風景をみれば明らかである。

（『NHK スペシャル　被爆の森』5 月 9 日放送）
紀伊半島、和歌山も無縁ではない。

このような近未来を日本社会に迫る現実であ
ると認識して初めて、迫力ある「地方創生」政
策、実践への覚悟が生まれると思う。

4．地域の公共財としての高校や大学を育てる
私は、ここでは地域で青年を育てることの重

要性、とくに地域の高校、大学を維持発展させ
る住民の活動の重要性を訴えたい。

近年の歴史において地域の小中学校の消失
は、地域の消滅につながることは明らかになっ
ている。これは、いま高校統廃合に及び、全国
1700 余の市町村のうち約 440 には高校が存
在しない。高校がなければ、若者は昼間流出し、

地域への愛着は希薄となる。寺脇研は、自治体
の消滅回避のためには、「高校を潰してはなら
ない。理想的には、高校がない市町村も廃校を
復活させるか、新たに高校を作ると良い」とま
でいう（「高校が地域を活性化する」『毎日新聞』
2021 年 2 月 18 日）。私は、全国的に広がる高
校を起点としての地域おこしの先進をきった島
根県をしばしば訪問しているが、ある山間地の
高校では、新制高校 1 期生の同窓会長が中心
となり首都圏等からの受け入れ体制を整備して
いる。私は、そこで育ち、都市圏の大学に進む
若者が「卒業後は、島根に帰り地域を担う」と
住民の前で宣言する場に立ち会った。同窓会長
の「自分を育てた、この町の公共財としての高
校を守る」という覚悟が、地域を奮起させ、そ
の地域が高校を維持し、地域に愛着をもつ青年
を育てたのであった。

地方創生には大学も不可欠である。和歌山大
学の覚悟は、伊東学長をトップに、全学横断で
自治体や地域との連携・連帯を元に、「共創」
して地域課題に取り組む「紀伊半島価値共創基
幹」の創設にみえる。

産業界には、現代社会の要請に応えていない
大学はリストラすべきだと意見があるなか、こ
の 6 年東京大学を率いた五神前総長は、退任
を機に出版した近著で、戦後の四七都道府県へ
の国立大学の設置の「意義は今、よりいっそう
重要になっている」として、「理系と文系の両
方が揃った都道府県の国立大学は、知識集約型
社会が包摂的（インクルーシブ）な社会として
発展していくために、必須の社会のインフラに
なっていく。」と述べている（『新しい経営体と
しての東京大学・・未来社会協創への挑戦』（東
京大学出版）

近年、和歌山には、いくつかの私立大学が創
設されたことは喜ばしい。これらが地域の公共
財として経営され、自治体・住民も、これを公
共財として育てていくことを期待したい。


